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●海外労働者の参入に道を開く
●日本の労働者全体の賃金引き下げ圧力に

●自動車整備工場のゾーニング規制の「見直し」
●医薬品・医療機器の承認期間の短縮
●食品添加物の承認手続きの「見直し」
●アメリカ産牛肉の月齢制限の撤廃

●外資が経営する病院の設立
●混合診療の全面解禁
●保険会社の営利追求第一主義化
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T
P
P
民
主
の
公
約
に
も
違
反

労働・安全・医療まで犠牲

衆
院
予
算
委
𠮷
井
議
員
が
追
及

質
問
す
る
𠮷
井
英
勝
議
員

＝
２
月
10
日
、衆
院
予
算
委

　
本
質
は
日
米
自
由
貿
易
協
定

　

𠮷
井
氏
は
、
T
P
P
に
日
本
と
米
国
が
参
加
し
た
場

合
、
国
内
総
生
産
（
G
D
P
）
は
日
米
両
国
だ
け
で
加

盟
国
全
体
の
9
割
を
占
め
る
（
下
の
グ
ラ
フ
）
こ
と
を

指
摘
。
政
府
の
新
成
長
戦
略
実
現
会
議
の
文
書
で
も

「
T
P
P
も
日
米
F
T
A
（
自
由
貿
易
協
定
）
も
高
い

レ
ベ
ル
の
自
由
化
が
求
め
ら
れ
る
」
と
明
記
し
て
い
る

事
実
を
あ
げ
、「
T
P
P
の
本
質
は
日
米
F
T
A
で
は
な

い
か
」
と
追
及
。
玄
葉
光
一
郞
・
国
家
戦
略
担
当
相
は
、

「
日
米
だ
け
で
み
た
場
合
、
共
通
の
留
意
点
と
し
て
あ

り
う
る
」
と
認
め
ま
し
た
。

　「
コ
メ
な
ど
関

　
税
引
き
下
げ
・

　
撤
廃
せ
ず
」　

　
が
公
約

　

𠮷
井
氏
は
、
民
主
党

は
２
０
０
９
年
の
総
選

挙
時
に
、
菅
直
人
首
相

（
当
時
、
代
表
代
行
）

の
声
明
や
全
農
な
ど
８

団
体
へ
の
回
答
や
マ
ニ

フ
ェ
ス
ト
で
「
コ
メ
な

ど
の
重
要
な
品
目
の
関

税
引
き
下
げ
・
撤
廃
を

し
な
い
こ
と
を
条
件
に

交
渉
す
る
」（
同
回
答
）

と
約
束
し
て
い
た
こ
と

を
紹
介
。「
T
P
P
で

す
べ
て
の
品
目
を
自
由

化
交
渉
対
象
に
し
、
関

税
ゼ
ロ
の
高
い
レ
ベ
ル

の
経
済
連
携
を
め
ざ
す
と

い
う
政
府
方
針
は
マ
ニ

フ
ェ
ス
ト
違
反
だ
」
と
迫

り
ま
し
た
。

　

玄
葉
担
当
相
は
、「
交

渉
の
結
果
、
全
く
除
外
品

の
な
い
結
果
と
な
っ
た

ら
、（
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
）

書
か
れ
て
い
る
こ
と
と
違

う
こ
と
に
な
る
」な
ど
と
、

事
実
上
、
公
約
違
反
の
交

渉
と
な
る
可
能
性
を
認
め

ま
し
た
。

　
あ
ら
ゆ
る
人
、モ
ノ
、カ
ネ
が

　
自
由
化

　

𠮷
井
氏
は
さ
ら
に
、
T
P
P
交
渉
に
む
け

た
24
の
作
業
部
会
で
は
、
農
業
、
工
業
な
ど

に
と
ど
ま
ら
ず
、
労
働
、
安
全
、
医
療
ま
で

あ
ら
ゆ
る
人
、
モ
ノ
、
カ
ネ
が
自
由
化
さ
れ

る
と
告
発
（
上
の
表
）。
ア
メ
リ
カ
は
残
留

農
薬
な
ど
安
全
基
準
の
撤
廃
ま
で
求
め
て
い

る
こ
と
を
あ
げ
、「
ア
メ
リ
カ
と
日
本
の
大

企
業
の
た
め
の
環
境
整
備
が
最
大
の
狙
い

だ
」
と
強
調
し
ま
し
た
。

　

𠮷
井
氏
は
、
自
由
化
で
海
外
か
ら
低
賃
金

の
労
働
者
を
大
量
に
受
け
入
れ
れ
ば
、
日
本

の
労
働
者
の
雇
用
と
賃
金
が
低
下
し
、
消
費

購
買
力
低
下
と
税
収
減
な
ど
景
気
悪
化
の
悪

循
環
に
陥
る
と
警
鐘
を
鳴
ら
し
ま
し
た
。

（「
し
ん
ぶ
ん
赤
旗
」２
月
11
日
付
よ
り
、裏
面
に
詳
報
）

TPPによる労働、安全、医療・健康への懸念

米国67％米国67％ 日本24％日本24％ ８カ国９％

日本がTPPに参加した場合のGDPの構成比（10カ国）

21兆ドル（2009年）21兆ドル（2009年）

シンガポール、ニュージーランド、ブルネイ、チリ
オーストラリア、ベトナム、ペルー、マレーシア（国際通貨基金〈IMF〉データから作成）

　
「
国
民
の
安
全
や
命
よ
り
日
米
大
企
業
の
利
益
を
優
先
す
る
の
か
」

ー
。　

日
本
共
産
党
の

𠮷
井
英
勝
議
員
は
２
月
10
日
の
衆
院
予
算
委
員
会
で
、
菅
政
権
が
交
渉
参
加
を
進
め
る
「
環
太
平

洋
連
携
協
定
」（
T
P
P
）
の
危
険
な
本
質
を
明
ら
か
に
し
、
政
府
の
姿
勢
を
た
だ
し
ま
し
た
。

𠮷井議員の質問から作成


